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上越市ICTによる情報化推進基本方針の策定について

⑴ 策定の目的等

⑵ 体系

個
票

分野：行政内部分野：市民・産業

個
票

個
票

個
票

名称

理念

概要

上越市ICTによる情報化推進基本方針

情報を合理的に管理し、利活用できる環境を整えるとともに、必要な情報が、必
要なときに、必要な人に届き、その人がその情報を容易に利活用できる環境を整
えることで、行政課題の解決を図るため、 ICTを運用する。

全体を市民・産業分野、行政内部分野に大別した上で、それぞれの大まかな方針
と重点的に取り組む事項を定める。

名称 上越市ICTによる情報化推進実施計画

個
票

個
票

個
票

頭
書

頭書+個票
頭書：ロードマップ
個票：目標設定 など

今回の策定箇所

⑶ 重点的に取り組む事項

分
野

No. 項目 各基本方針

市
民
・産
業

1 行政手続等の
利便性の向上

1.オンライン申請の適用範囲の拡大を推進
2.対面申請であっても、添付資料の省略による手続の簡素化を推進
3.オンラインを利用した窓口支援の検討

2 オープンデータ
の推進

1.ニーズを反映することによる、利用に繋がりやすいデータの公表を推進
2.より利用しやすいデータ形式で、より利用しやすい方法での公表を推進

3 情報通信格差
の是正

1.新潟県と歩調を合わせ、事業者が参入を検討しやすい環境を構築
2.ツールの選定要件は「容易に使えること」（丁寧な周知にも努める）

行
政
内
部

4 内部事務の効
率化・省力化

1.RPA、議事録作成支援システムの適用範囲の拡大などによる業務の自動化の推進
2.ICTを活かした業務手法への見直しと有効な技術の積極的導入

5 業務システム
等の合理化

1.基幹系業務システムその他業務システムの標準化・ノンカスタマイズ運用の推進
2.クラウド・バイ・デフォルトの原則の徹底
3.自治体クラウドの検討・推進

6 業務システム
等の強靭化

1.様々な執務体制の確保に資する業務システムや端末の整備
2.クラウド・バイ・デフォルトの原則の徹底（再掲）

7 ICTリテラシー
の向上

1.情報セクションのICTによる情報化企画力の向上に向けた取組を推進
2.各課等の企画力向上、基礎的なツールの活用力向上に向けた取組を推進
3.外部委託範囲の見直しを検討

常に加除すること
ができる構成

→急速な発展をみ
せるICT分野に対

し、スピード感を
もって対応

【 基本方針の概要 】

◆ 市民サービスの向上、持続可能な自治体の構築などを図るため、①市のDXに関する取組その他ICT関連施策に向かう
際の軸となる、行動理念と行動方針を定め、②全庁的に取り組むための体制を整備する。

【 策定の目的 】

【 策定の背景 】

例)各種申請+マイナンバーカード→電子申請
データ入力+ RPA→業務省力化

技術レベルの上昇→行政サービスの高度化 国からの要請

例)自治体版官民データ活用推進計画策定(努力義務)
自治体DX推進計画

統一的な方針策定の必要性
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上越市ICTによる情報化推進基本方針の策定について

⑴ スケジュール

⑵ 国有識者、学識者、有識者会議での主な意見・助言

項目 令和3年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

1 素案作成
・国有識者（※1）からの助言
・学識者（※2）からの助言

2 有識者会議
・県内、市内有識者からの助言

3 庁内意見照会

4 パブリックコメント

5 策定

第
1
回

第
2
回

第
3
回

第
4
回

第
5
回

※1 国有識者：国のデジタル化の流れを反映するため。（総務省地域情報化アドバイザー制度を活用）
※2 学識者：社会全体のデジタル化の流れを反映するため。（上越教育大学 大森教授）

計5回実施

【 策定経過 】

項目 意見・助言

DXについて ・「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」ことを指す、デジタル・トランスフォー
メーション（DX）を、「目的（何らかの到達点、変化した後の姿）」と捉えるのは誤り。目的をもって業務形態な
どを変化・再構築する活動こそをDXと捉えるべき。
・また、上記概念からも分かるとおり、DXはこれまでの業務の改善とは一線を画する概念であるが、現実的
には、ステップを踏んで取組を進めていく必要がある。

ICTリテラ

シー・庁内推
進体制

・今後、市の職員に求められるICTリテラシーは、情報担当部署にあっては担当部署の課題に対して適切な
ICTを提案できる能力が求められる。また、担当部署にあっては具体的な課題解決と結びついた知識と技

術が求められる。情報担当部署と担当部署の関係では、業務課題の解決はあくまでも担当部署が担うべ
きだが、取組の計画段階においては、情報担当部署がICTの技術レベルから何ができるかということについ
て支援する形が望ましいのではないか。
・また、究極的には、誰でも使えるICTを選択すれば、リテラシーの問題にはならないため、「容易」な利活用
環境に意を用いるべき。

・外部有識者から、高度な専門知識からの助言や指導を受けることができるとしているが、あくまでも意思
決定は市が行うことに留意し、ICTリテラシーの高い職員の育成にも配慮すべき。

業務システ
ムの標準
化・共通化

・自治体業務システムの「標準化」は、国において、法律に根拠を置く仕様を定めた上で全自治体が遵守す
る必要があるが、国において同時に議論されている、自治体業務システムの「共通化」については必須で
はない。

情報通信格
差対策

・デジタル技術への知識や興味の個人差への対策については、デジタル機器を使うのが苦手な人でも得
意な人と同等のサービスを受けるための手法を考える必要がある（いわゆる、一般的なスマートフォン教室
とは一線を画する）。例えば、行政手続のオンライン化にあっては、手続の性質に応じて、より簡易な本人
認証手段を選択することも視野に入れるなど、容易な利活用環境に意を用いるべき。

※ その他、データ利活用と個人情報の考え方については、国の制度の如何を問わず、いずれにせよ、職員に対するICTリ
テラシーの向上のための研修の状況を公表するなど、市民の皆さんへの透明性が求められる。
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